BIS　論壇　No. 168　「一帯一路とASEM」中川十郎　2018年10月20日
　10月18日からブラッセルで開催されていたASEM(アジア・ヨーロッパ会議)首脳会議（アジア欧州の53か国・機関首脳が参加）は10月19日、発展するアジアでのインフラ整備などを通じてConnectivity（連結性）の強化を目指す議長声明を採択して、閉幕した。

トランプ米政権が「米国第一主義」を主張する中、アジア・欧州間の協力を深めて成長持続を図る狙いだ。日本とは来春にも経済連携協定（EPA）を発効させる方向で、準備中だ。

EUは10月19日にはシンガポールとFTAに署名した。さらにベトナムとのFTAも10月17日に著名し、批准に向けた手続きに入ったとのことである。(日経10月20日)

　EUはASEM会議の前の10月15日に加盟28カ国による外相理事会を開催し、アジア新戦略を採択。インフラ投資を通じてアジアとの連結性を強化する方針を打ち出した。

ADB（アジア開発銀行）試算によれば、アジアでは今後数十年間、年間、約170兆円の巨額のインフラ投資を必要とするという。アジアでのインフラ投資には中国の習政権が広域経済圏構想「一帯一路」で北京に本店を有するAIIB（アジアインフラ投資銀行）とも連携し、鉄道、道路、港湾、自由貿易試験区建設などですでに活発に動いている。EUは新戦略で財政面や環境面での「持続可能」な「質の高い」インフラ投資を志向するという。

　ASEM首脳会議に参加した安倍首相も「質の高いインフラ投資」についてEUと連携し、中國に対抗するという投資姿勢をアピールしたとのことである。（日経10月20日）

　10月19日採択の議長声明では「持続可能」な取り組みが「すべてのASEM参加国の共通利益」だと明記。「市場原理や合意された国際的なルール、規範、基準を守る」と強調している。背景にはトランプ政権の米国第一主義、および、中國の「一帯一路」戦略への対抗意識が見え隠れする。EUは発展するアジアを取り込むためにアジアでの「インフラ整備」とあわせ、「FTA(自由貿易協定)」網の拡大を加速させる戦略である。

　安倍首相も中国に対抗し、「持続可能」な「質の高いインフラ整備」が「ASEM参加国の共通利益」だとし、「市場原理や合意された国際的なルール、規範、基準」を目指すEUと協力する意向である。一方、安倍首相は10月25~27日の北京訪問での習主席との会談で中国の「一帯一路」に関して、日本としても第三国プロジェクトで協力する方針を打ち出すとの見方が強い。その第一弾としてタイでの鉄道建設が見込まれている。しかし鉄道建設での日中協力はそれほど簡単ではないとの見方もある。

　中国の「一帯一路」についてはASEAN諸国にも賛否両論がある。今月東京で開催のマレーシア投資セミナーでマレーシア国際貿易産業大臣は一帯一路に関しては積極的に参画を検討するとのことであった。一方ASEAN・ERIA１0周年記念セミナーではマレーシア元国際貿易産業大臣、フィリピン代表ERIA議長ともに一帯一路に関しては強硬な反対意見を述べていた。また米コロンビア大学やジョージタウン大学の一部学者は「一帯一路は中国の新植民地主義」だと批判的である。これに対して、アフリカ開発銀行および太平洋島礁国関係者は一帯一路に好意的見解を表明しているが、中国は慎重に行動すべきだと思われる。
